入札参加資格審査申請書記載要領等

１　提出条件

次の①～④いずれかに該当する者は資格審査願を提出することができない。

①地方自治法施行令第167条の4第1項の規定に該当する者
（普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない）
②参加を希望する営業種目で申請書提出日現在において、参加を希望する営業内容の契約実績がない者
③営業に関し許可又は認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

④願書提出時現在において、町税、県税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納している者

２　提出書類作成（記入）上の注意事項
・添付書類はあらかじめ、その書式が規定されているもの（官公署等で定められているもの。）を除き、Ａ４サイズの用紙でうす紙（半紙類）等は使用しないこと。
（１）一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書（様式第１－３号）
　①　「住所」、「商号又は名称」、「代表者役職・氏名」は本社で記入すること。
　②　代表者役職・氏名の「実印」は、印鑑証明書又は印鑑登録証明書の印章を押印すること。

　③　「担当者氏名・電話番号」は書類の不備等が生じた際の連絡先を記入する。

　④　「現在の登録の有無」の欄は、新規の場合「無」を○で囲み、更新の場合「有」を○で囲むこと。

　⑤　「資格審査を受けようとする営業種目」の欄は、別添「営業種目表」のうちから、審査を受けようとする業種について、その「番号」、「大・小分類の種目名」、「営業内容（５０文字以内）」を順序よく記入すること。

「営業内容」の欄は、具体的に取扱物品名や役務の内容を必ず記入すること。また、営業種目が「大分類７印刷類」の場合は、「営業内容」の欄に、県内における印刷設備の有無を必ず記入すること。

　　　書ききれない場合は、「裏面に続く」と記入し、裏面に記入すること。

（２）経営実態調書（様式第３号）
　①　「（３）本社及び湯梨浜町と取引をするすべての支店、営業所等の状況」の欄は、本社及び湯梨浜町と取引を行う支社、支店、営業所について記入すること。湯梨浜町と取引のない支店等については記入しない。
　　　該当する支店等が３か所以上ある場合は、「裏面に続く」と記入し、裏面の（３）－２に記入すること。
　　　「年間委任の状況」の欄は、別添で提出された委任状により、委任事項・受任者名を記入すること。
　②　「（５）経営規模」の欄は、次のとおり。
（ア）「①資本金」の欄は、法人にあっては審査申請書提出時直前の事業年度決算の資本金の額を記入すること。

　個人営業にあっては、審査申請書提出時現在の元入金額を資本金の欄に記入すること。

　　（イ）「②従業員数」の欄は、審査申請書提出時の会社の総従業員数を記入すること。

　　（ウ）「③製造高、販売高又は収入高」の欄は、全社の決算額について、審査申請書提出時の直前２年間の事業年度ごとに記入すること。
　③　「（６）ＩＳＯ１４００１認証等を取得している鳥取県内の事業所の状況」の欄は、審査申請書提出時の国際標準化機構が定めるＩＳＯ１４００１認証の取得している鳥取県内の事業所の有無及び取得年月日を記入すること。登録証の写しが添付されていない業者は、取得者として認められないので、必ず登録証の写しを添付すること。

※新規に認証を取得した場合、また登録有効期間（３年間）が終了し次の３年間に有効な登録証が審査登録機関から交付された場合は、直ちに「申請事項変更届」よりその旨を届出すること。

　④　「（７）主な契約実績」の欄は、資格審査を受けようとする営業種目の契約実績を記入すること。「契約の相手方」は１０文字以内、「契約内容」は１５文字以内で記入すること。

契約実績のない小分類は、登録できないので注意すること。

　　　書ききれない場合は、「裏面に続く」と記入し、裏面の（７）－２に記入すること。
　⑤　「（８）営業種目及び代理店又は特約店」の欄は、「大分類」及び「小分類」の欄には、一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書に記入した業種について、その番号、種目名を順序よく記入すること。また、大分類はその分類の番号区分ごとに横線を入れて区別すること。
「代理店又は特約店に指名した会社名」の欄は申請者が製造元、卸元業者の代理店又は特約店になっている場合に記入するものとし、それぞれの「小分類番号」ごとに、製造元、卸元業者名を記入すること。
　　　書ききれない場合は、「裏面に続く」と記入し、裏面の（８）－２に記入すること。
（３）営業に必要な許可・認可・登録等の証明書（該当者のみ）
　　官公署（国、県、市町村）等の許可、届出、登録（資格）等がなければ営業のできない業種及び従業員（職員）が官公署による資格、登録等を保持しなければ営業のできない業種については、これらの証明書の写しを提出するものとする。

　　※（例）

　　　薬品関係、石油等関係、危険物等関係、車両（整備、古物商）関係、電気（工事）関係、医療理化学機器関係、砂利・採石業関係、環境衛生関係、保守点検関係、食品関係、動物関係、肥・飼料関係、古物売買関係、木材関係、その他

（４）使用印鑑届（様式第４号）
　　入札、見積、契約の締結、代金の請求・受領に使用する印鑑を提出すること。
（５）印鑑証明書又は印鑑登録証明書
　　法人にあっては法務局の印鑑証明書、個人にあっては市町村長の印鑑登録証明書。
　　なお、この証明年月日は審査願提出時前３ヵ月以内のものとする。
（６）納税証明書　
　　審査申請書提出時前１カ年に納税義務の発生した町税（町内業者に限る）、県税、法人税、消費税及び地方消費税について、未納のないことの証明書を提出するものとする。
　　なお、この証明年月日は審査申請書提出時前３ヵ月以内（町税のみ１ヵ月以内）のものとする。
（７）商業登記簿謄本の写し（法人のみ必要）
　　法務局の商業登記簿謄本とする。

なお、この証明年月日は審査申請書提出時前３ヵ月以内のものとする。
（８）委任状（該当者のみ提出のこと）（様式第５－３号）
　　入札、見積、契約の締結、代金の請求・受領等について、平成２７～２８年度にわたり代理人に委任して行わせようとする者は、委任状に委任事項を記入の上、提出すること。
　　なお、委任状には「入札、又は見積に関する一切の件」など３項目が記入されているが、必要な委任事項のみを記入すること。
３　注意事項
（１）資格の不決定
　　申請書の記入事項が未記入又は記入事項が著しく不合理であるもの及び添付すべき書類が不備、あるいは未添付のため審査できない場合は、資格の決定がされないこともあるので記入及び書類の添付に当たっては、提出前に再度点検し、適正な書類の提出を行うこと。
（２）資格の取消及び指名停止について
　　次の項目に該当する行為を行った場合は、資格の取り消し又は一定の期間を定めて指名の対象外とするとともに、法人名又は氏名を公表することがある。
　　ア　資格の取消
　　　（ア）虚偽記載　（イ）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する場合
　　イ　指名停止
　　　（ア）虚偽記載　（イ）契約違反　（ウ）贈賄　（エ）独占禁止法違反
　　　（オ）談合　（カ）暴力的不法行為等　（キ）不正又は不誠実な行為
（３）資格及び登録業種等の変更
　　資格の決定後、申請書（添付書類を含む。）の内容に変更（営業種目の変更、代表者の交替、本社、支店等の移転、受任者の交替、ISO14001認証の取得（更新）の変更、契約実績の変更等）があった場合には、速やかに「申請書事項変更届」を提出すること。
（４）資格登録の廃止
　　資格の決定後、資格登録の必要がなくなった場合には、速やかに「登録廃止届」を提出すること。
【お知らせ】


湯梨浜町では、労働保険制度（労災保険、雇用保険）の手続きに関して、加入の有無や納付状況の不均衡を解消するため、次期（平成２９年度・平成３０年度）の入札参加資格審査申請の手続きでは、これまでの建設工事に加えて、測量、建設コンサルタント等業務及び物品・役務の入札参加資格審査申請の提出においても、労働保険料（労災保険、雇用保険）の保険料納付証明書の提出を求める予定です。


※今回の申請（平成２７年度・２８年度）では提出不要です。








